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富山県・富山市の紹介

Paris

Melbourne

Portland

Vancouver

Toyama OECDが取りまとめた「コンパクトシ
ティ政策報告書」にて、富山市が

先進5都市の一つとして(人口減

少都市としては唯一)取り上げられる

出 典 ： 総 務 省 全 国 消 費 実 態 調 査 （ H 2 6 ） を 元 に R 3 年 度 に 国 交 省 作 成

日本で一番高い

世帯の可処分所得

人口 ４０万人

面積 1,241k㎡

人口密度 ３２４人/ｋ㎡



富山県・富山市の紹介

立山連峰 黒部ダム

環水公園



［本社］ 富山県富山市中野新町1丁目2番10号

[支社支店]

高岡支社 金沢支店 福井支店 射水営業所 黒
部営業所 砺波営業所

㈱ホクリン（東京都）

㈱アピアスポーツクラブ（富山県）

1,5５０名（2025年3月現在）

〇 ビルメンテナンス事業

清掃、設備保守管理、警備、貴重品運搬、

受付、不動産賃貸
営繕工事、指定管理、PPP/PFI事業

〇 通信事業

電話設備、ネットワーク設備、防犯カメラ
ICTソリューション、システム開発・保守
消防設備、太陽光発電システム

〇 商社事業

商事（記念品・贈答品）、旅行業（個人・団体）

事業内容｜

従業員数｜

事業所｜

グループ会社｜

株式会社ホクタテ 会社概要



ホクタテの官民連携実績

代表企業2事業

構成企業6事業

指定管理者13事業

売上高PPP/PFI等実績

11,355百万円

（2025年3月期）10,962百万円

（2024年3月期）



事例：富山市立新庄小学校
分離新設校事業
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事業概要

出典：富山市立新庄北小学校 - WORKS｜押田建築設計事務所 (oshidasekkei.com)

事業名称
新庄小学校分離新設校及び公民館等
設計・建設・維持管理事業

事業目的
富山市で最も児童数が多い新庄小学校を２分割するための
新設小学校をPFI事業で実施する（BTO方式）

業務内容 設計、建設、維持管理

契約の締結時期 平成20年3月

事業期間 平成20年3月～令和7年3月

設計・建設期間 平成20年3月～平成21年12月

供用開始 平成22年4月

維持管理期間 平成22年4月～令和7年3月（15年）



地域課題・経緯

平成10年 市長へ要望書提出

平成11年 新庄第二小学校促進委員会が発足

平成16年 富山市が用地取得

地域課題

市民と行政を結ぶ拠点づくり

小学校の過大規模解消 新小学校を整備

自治振興会の拠点として
公民館・地区センターを整備



事業スキーム



本事業の特徴

複数の公共機能が複合した施設

公民館
地域コミュニティ

小学校
教育の場

地区センター
市民と行政を結ぶ拠点

避難所
防災拠点



維持管理企業から見た複合化のメリット①

一元管理による効率化｜設備・清掃・修繕・エネルギー管理を統合運用し、効率化とコスト削減を実現

設備点検
→学校・集会施設を同一スケジュールで実施
（空調、電気、給排水、エレベーター等）

清掃
→チームで管理、移動時間削減、資機材の共用

修繕
→一括発注でスケールメリット

エネルギー管理
→学校・集会施設を統合制御
→利用状況に応じた空調・照明の最適化



予防保全による長寿命化｜

点検データのDB化

劣化傾向を早期発見

計画的修繕

大規模故障前に部品交換

利用者フィードバック

不具合の早期把握

予防保全体制が効率化され、設備の長寿命化と安定運用を実現

維持管理企業から見た複合化のメリット②



地域との一体化｜

毎年100名程度の児童参加
施設への愛着形成

おそうじワークショップ

児童・地域住民・世代を超えた交流とコミュニティ形成が実現

地域防災力の向上

防災訓練の共同実施

交流とコミュニティ形成

地域行事支援

維持管理企業から見た複合化のメリット③



次の学校PFIでも

富山市立八尾中学校
おそうじワークショップ

富山県立富山高等学校
文化活動発表会



事業期間終了後は包括管理業務へ

2024年4月～ 
計画的な終了準備
終了時劣化診断・終了時長期修繕計画書・業務引継ぎ書作成、SPC解散事務等

01

02

2025年4月 
包括管理業務委託への昇華
事業終了後も継続的に支援

包括管理業務委託のメリット

2025年3月末 
事業終了

03

自治体 事業者

 スムーズな管理委託
 継続的かつ安定した施設品質維持
 緊急時の迅速対応体制

 安定した事業基盤
 長期的な地域貢献の実現
 次の事業獲得に向けたアピール材料



事業を振り返って「課題・大変だったこと  」

❶責任範囲の調整
• どこまでが学校負担で、どこまでが事業者負担なのか、費用面でも対応者の面でも、実際にやってみないと分から

ない部分が多くあった。
• 契約書に書ききれない細かな部分について、都度調整が必要だった。

❷学校施設ならではの不具合への対応
• 児童が使う施設だからこその破損や想定外の使い方による不具合が発生。
• 通常の施設管理とは異なる配慮や対応が求められ、学校との密な連携が不可欠だった。

❸15年という長期間の中で、経年劣化への対応
• 施設の品質をどのように維持し続けるかが課題だった。
• 予防保全のためのデータ蓄積も、当初は手探りで進めていたた部分が多く、試行錯誤が多くあった。

❹異なる利用者や複数のステークホルダーそれぞれの要望への対応
• 小学校・公民館・地区センターという異なる利用者・利用時間帯を持つ施設の一体管理と、行政・学校・地域という複

数のステークホルダーそれぞれの要望への調整が大変だった。



事業を振り返って「良かった点」

❶定期的な協議の場の設置

• 行政・学校・地域・事業者が参加する運営協議会を四半期に１回開催し、現場で起きている課題を共有し、改善策
を一緒に考えることができていた。

• 契約書だけに頼らず、対話を重視したことが成功の鍵だった。

❷柔軟性の確保

• 当初契約からサービス価格指数によるサービス購入費の改訂条項が盛り込まれており、物価変動に柔軟に対応
できる仕組みがあった。（ただし、採用する指標は実態に合うものを採用する必要がある）

• 災害時の対応など、契約に明記しきれない部分についても、柔軟に対応できる関係性を構築できていた。

❸複合化の好循環

• 特に維持管理の効率化が運営の質向上につながり、それが地域からの信頼獲得へ繋がった。



まとめ

Section0３



出典：内閣府 民間資金等活用事業推進室 ‐分野横断型・広域型の PPP/PFI 事業導入の手引‐分野横断型PPPの効果

スケールメリット 事業効果の向上 施設の高機能化連携による事業化
効 

果



出典：内閣府 民間資金等活用事業推進室 ‐分野横断型・広域型の PPP/PFI 事業導入の手引‐

分野横断型PPPのメリット

民間事業者地方公共団体

 財政負担の削減

 事業の効率化

 管理運営費や CO2 排出量の減少

 規模拡大による多様な事業者の参画

 新たな事業機会の創出

 事業の効率化などの提案余地の拡大



今後益々必要になってくる官民連携事業

2045年

地方公務員の充足率 ８割割れ
出典：日本総研 地方公務員は足りているか -地方自治体の人手不足の現状把握と課題‐出典：内閣府 民間資金等活用事業推進室 ‐分野横断型・広域型の PPP/PFI 事業導入の手引‐

20年前から

市町村の職員数 1割減少
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